
調査計画 

１ 調査の名称 

  医療経済実態調査（病院調査票） 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備する。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 ： 全国 

（２）属性的範囲 ： 社会保険による診療・調剤を行っている病院 

４ 報告を求める者 

（１）数 ： 約２，６００（母集団の数：７，７００） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる病院を､DPC対象病院の指定の有無別、介護療養

施設サービス事業実施の有無別、病床数が２００床以上・未満別、院外処方の有無別、地域別､国家

公務員の地域手当における級地区分の７区分とその他の地域別、病院種別及び開設者別に層化し､特

定機能病院、歯科大学病院及びこども病院（小児総合医療施設）については１／１、その他について

は１／３を無作為に抽出して客体を選定。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

基本データ（病院の概要）、損益、給与、資産・負債、キャッシュ・フロー、設備投資額 

（２）基準となる期日又は期間 

  調査実施年の３月末までに終了する直近の２事業年（度） 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 ： 厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

  郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された

返信用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成し

た報告者専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者
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専用WEBページにアップロードすることにより報告を行う。 

  なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することに

より、報告者以外の者の利用を排除している。 

  民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を

含む）、集計業務である。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 ： ２年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 ： 調査実施年の５月下旬～７月中旬 

８ 集計事項 

  別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日

（１）公表の方法 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、

厚生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（２）公表の期日 ： 調査実施年の１１月上旬 

10 使用する統計基準 

  本調査では、調査内容に鑑みて、現在設定されている統計基準を使用する余地が乏しいため、調査対

象の範囲の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

  ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

  ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 常用 

（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

2



別添２

［病　院］

集計１ 集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） × ○

2 一般病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

3 精神科病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

4 一般病院　加重平均による損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ×

5 病院機能別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （病院機能別、開設者別） ○ ×

6 入院基本料別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （入院基本料等別、開設者別） ○ ○

7 一般病院　病床規模別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （病床規模別、開設者別） ○ ×

8 一般病院　１００床当たりの損益状況 （１００床当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ×

9 療養病床６０％以上の一般病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

10 療養病床を有しない病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

11 在宅療養支援病院の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○ ○

12 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別、開設者別） ○ ×

13 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別、開設者別） ○ ×

14 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （病院種類別、開設者別） ○ ○

15 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別） ○ ×

16 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） （病院種類別） ○ ×

17 キャッシュ・フローの状況 （１施設当たり金額等） （キャッシュ・フロー科目等）
（キャッシュ・フロー計算書の作成有無別、
　病院種類別）

○ ×

18 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） （病院種類別） ○ ×

19 税金の状況 （１施設当たり金額） （税科目） （病院種類別） ○ ×

20 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） （開設者別） ○ ×

21 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○ ×

22 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） （開設者別） ○ ○

（注１）集計１とは、医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の医療機関の集計である。

（注２）集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

結果表一覧（医療機関等調査）

　医療経済実態調査（医療機関等調査）に基づき集計された出力結果を分析し、以下の報告事項についてとりまとめのうえ報告する。

ＮＯ 報告事項
集計区分

集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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調査計画 

１ 調査の名称 

  医療経済実態調査（一般診療所調査票、一般診療所調査票補助票） 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備する。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 ： 全国 

（２）属性的範囲 ： 社会保険による診療・調剤を行っている一般診療所 

４ 報告を求める者 

（１）数 ： 約３，２００（母集団の数：約６４，４００） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる一般診療所を、入院患者の有無別、主たる診療科

別、介護療養施設サービス事業実施の有無別、院外処方の有無別、地域別及び国家公務員の地域手当

における級地区分の７区分とその他の地域別に層化し、１／２０を無作為に抽出して客体を選定。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項

【一般診療所調査票】 

基本データ（診療所の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

※ 個人立の一般診療所の場合は、一部の事項について、記入の省略を可能とする（別添１参照）。

【一般診療所調査票補助票】 

減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

※ 補助票は、減価償却費の実績がない一般診療所のみ作成

（２）基準となる期日又は期間 

  【一般診療所調査票】 

  調査実施年の３月末までに終了する直近の２事業年（度） 

  【一般診療所調査票補助票】 

  調査実施年の５月３１日現在 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 ： 厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された

返信用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成し

た報告者専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者

専用WEBページにアップロードすることにより報告を行う。 

  なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することに

より、報告者以外の者の利用を排除している。 

  民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を

含む）、集計業務である。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 ： ２年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 ： 調査実施年の５月下旬～７月中旬 

８ 集計事項 

  別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、

厚生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（２）公表の期日 ： 調査実施年の１１月上旬 

10 使用する統計基準 

  本調査では、調査内容に鑑みて、現在設定されている統計基準を使用する余地が乏しいため、調査対

象の範囲の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

  ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

  ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 常用 
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（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 
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別添２

［一般診療所］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 一般診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

3 一般診療所　主たる診療科別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目）
（開設者別、入院診療収益の有無別、
　主たる診療科別）

○

4 在宅療養支援診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

5 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別） ○

6 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

7 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

8 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

9 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

10 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別、入院診療収益の有無別） ○

11 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） （入院診療収益の有無別） ○

12 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） （入院診療収益の有無別） ○

13 税金の状況 （１施設当たり金額） （税科目） （入院診療収益の有無別） ○

14 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） （開設者別） ○

15 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

16 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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調査計画 

１ 調査の名称 

  医療経済実態調査（歯科診療所調査票、歯科診療所調査票補助票） 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備する。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 ： 全国 

（２）属性的範囲 ： 社会保険による診療・調剤を行っている歯科診療所 

４ 報告を求める者 

（１）数 ： 約１，１００（母集団の数：約５７，２００） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

医療施設基本ファイルをもとに、調査対象となる歯科診療所を、院外処方の有無別、地域別、国家

公務員の地域手当における級地区分の７区分とその他の地域別及び常勤の歯科医師数別に層化し、１

／５０を無作為に抽出して客体を選定。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項

【歯科診療所調査票】 

基本データ（歯科診療所の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

※ 個人立の歯科診療所の場合は、一部の事項について、記入の省略を可能とする（別添１参照）。

【歯科診療所調査票補助票】 

減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

※ 補助票は、減価償却費の実績がない歯科診療所のみ作成

（２）基準となる期日又は期間 

  【歯科診療所調査票】 

  調査実施年の３月末までに終了する直近の２事業年（度） 

  【歯科診療所調査票補助票】 

  調査実施年の５月３１日現在 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 ： 厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

  郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された

返信用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成し

た報告者専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者

専用WEBページにアップロードすることにより報告を行う。 

  なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することに

より、報告者以外の者の利用を排除している。 

  民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を

含む）、集計業務である。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 ： ２年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 ： 調査実施年の５月下旬～７月中旬 

８ 集計事項 

  別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、

厚生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（２）公表の期日 ： 調査実施年の１１月上旬 

10 使用する統計基準 

  本調査では、調査内容に鑑みて、現在設定されている統計基準を使用する余地が乏しいため、調査対

象の範囲の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

  ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

  ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 常用 
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（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 

10



別添２

［歯科診療所］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 歯科診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

3 在宅療養支援歯科診療所の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

4 院外処方率別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （院外処方有無別、院外処方率別） ○

5 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

6 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別） ○

7 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

8 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別） ○

9 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別） ○

10 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） ○

11 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） ○

12 税金の状況 （１施設当たり金額） （税科目） ○

13 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） ○

14 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

15 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映

11



調査計画 

１ 調査の名称 

  医療経済実態調査（保険薬局調査票、保険薬局調査票補助票） 

２ 調査の目的 

  病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備する。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 ： 全国 

（２）属性的範囲 ： 社会保険による調剤を行っている保険薬局（1か月の調剤報酬明細書の取扱件数が

３００件以上の保険薬局） 

４ 報告を求める者 

（１）数 ： 約１，８００（母集団の数：約４５，９００） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

保険薬局基本ファイルをもとに、調査対象となる保険薬局を、地域別、国家公務員の地域手当にお

ける級地区分の７区分とその他の地域別及び開設者別に層化し、１／２５を無作為に抽出して客体を

選定。

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

  【保険薬局調査票】 

基本データ（保険薬局の概要）、損益、給与、資産・負債、設備投資額 

【保険薬局調査票補助票】 

  減価償却資産の数量、取得年月、取得価額、事業専用割合等 

※ 補助票は、減価償却費の実績がない保険薬局のみ作成

（２）基準となる期日又は期間 

  【保険薬局調査票】 

  調査実施年の３月末までに終了する直近の２事業年（度） 

  【保険薬局調査票補助票】 

  調査実施年の５月３１日現在 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 ： 厚生労働省（中央社会保険医療協議会）－民間事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

郵送にて報告者に対して調査票を送付する。報告者は、調査票に必要事項を記入の上、同封された

返信用封筒にて報告を行うか、又は、厚生労働省ホームページにリンクを貼った民間事業者が作成し

た報告者専用WEBページから電子調査票（Excel）をダウンロードし、必要事項を入力した後、報告者

専用WEBページにアップロードすることにより報告を行う。 

  なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワードを設定することに

より、報告者以外の者の利用を排除している。 

  民間事業者が行う業務内容は、調査票の印刷、発送、回収（オンラインによる電子調査票の回収を

含む）、集計業務である。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 ： ２年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 ： 調査実施年の５月下旬～７月中旬 

８ 集計事項 

  別添２結果表一覧（医療機関等調査）のとおり。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

中央社会保険医療協議会にて「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」として報告を行った後、

厚生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）にて公表。 

（２）公表の期日 ： 調査実施年の１１月上旬 

10 使用する統計基準 

  本調査では、調査内容に鑑みて、現在設定されている統計基準を使用する余地が乏しいため、調査対

象の範囲の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）保存期間  

  ａ）記入済み調査票 ： １年未満 

  ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 ： 常用 
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（２）保存責任者 ： 厚生労働省保険局医療課長 
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別添２

［保険薬局］

集計区分

集計２

1 調査施設数、調査票回答施設数等の状況 （回答施設数等） ○

2 保険薬局の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

3 保険薬局　後発医薬品割合別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （調剤割合別、備蓄割合別、開設者別） ○

4 保険薬局　調剤報酬等の算定状況別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目）
（在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数別、居宅療
養管理指導費（介護保険）の算定回数別、開設者別）

○

5 保険薬局　店舗数別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （店舗数別） ○

6 保険薬局　調剤基本料等別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （調剤基本料等別、開設者別） ○

7 保険薬局　立地別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （立地状況別、開設者別） ○

8 地域別の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （地域区分別） ○

9 損益差額階級別施設数 （施設数） （損益差額） （開設者別） ○

10 最頻損益差額階級の損益状況 （１施設当たり損益額） （損益科目） （開設者別） ○

11 損益差額及び損益率の状況 （１施設当たり） （損益差額、損益率） （開設者別） ○

12 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 （１人平均給与・賞与額） （職種） （開設者別、店舗数別） ○

13 資産・負債の状況 （１施設当たり資産・負債額） （資産・負債科目） ○

14 設備投資額の状況 （１施設当たり設備投資額） （用途） ○

15 税金の状況 （１施設当たり金額） （税科目） ○

16 損益率等の分布 （施設数構成比率） （損益率階級等） ○

17 収益と費用の４５度分析 （医業・介護収益） （医業・介護費用） （開設者別） ○

18 事業年（度）の分布 （施設数の構成比率） （事業年（度）の対象期間） ○

（注） 集計２とは、調査に回答した全ての医療機関等の集計である。

ＮＯ 報告事項 集計表の変更事項 新規調査項目の反映
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医療経済実態調査（医療機関等調査）の標本設計について 

標本設計の考え方 

 本調査においては、社会保険による診療・調剤を行っている病院、一般診療所、歯科診

療所及び保険薬局を母集団として、層化無作為抽出する。詳細は以下のとおり。 

１ 母集団 

病院、一般診療所、歯科診療所については医療施設調査の名簿を、保険薬局について

は医療費の動向調査の名簿を母集団とする。 

２ 抽出方法 

層化無作為抽出とする。 

３ 層化基準 

別紙のとおりとする。 

４ 目標精度・標本数 

目標精度については、前回の調査（平成２９年実施）における達成精度（※）を維持

することを目標とする。

標本数については、有効回答率が前回調査と同様との仮定のもと、抽出率を据え置い

て設定すると、病院２，５６６、一般診療所３，１１０、歯科診療所１，１３０、保険

薬局１，７６４となる。 

病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局 

母集団数 ７，７００ ６４，４００ ５７，２００ ４５，９００ 

抽出率 １／３ １／２０ １／５０ １／２５ 

標本数 ２，５６６ ３，２２０ １，１４４ １，８３６ 

（以下前回実績） 

有効回答率 ５６．２％ ５４．２％ ５７．２％ ５９．４％ 

損益率の平均値 －３．７％ １４．７％ ２５．０％ ６．５％ 

損益率の標準誤差 

（＝達成精度） 

０．５％ ０．７％ １．０％ ０．４％ 

※医療経済実態調査（医療機関等調査）は医業経営等の実態を明らかにするものであるから、達成

精度については、損益率（＝損益差額÷収益）（％）に対する標準誤差を用いている。

16



別紙 
全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の7地域とその

他の地域に分類

調査の客体及び層化方法
病 院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

調 査 客 体

社 会 保 険 に よ る 診

療・調剤を行っている

全国の病院

社 会 保 険 に よ る 診

療・調剤を行っている

全国の一般診療所

社 会 保 険 に よ る 診

療・調剤を行っている

全国の歯科診療所

社会保険による調剤

を行っている保険薬

局（1 か月の調剤報酬

明細書の取扱件数が

３００件以上の保険

薬局）

層

化

方

法

第１の層化 ＤＰＣ対象病院の指

定の有無別に分類

入院患者の有無別に

分類

院外処方の有無別に

分類

全国の都道府県を９

地域に分類

第２の層化 介護療養施設サービ

ス事業の有無別に分

類

主たる診療科別に分

類

全国の都道府県を９

地域に分類

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類

第３の層化 病床数が２００床以

上、２００床未満に分

類

介護療養施設サービ

ス事業の有無別に分

類

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類

開設者（個人・法人）

の別に分類

第４の層化 院外処方の有無別に

分類

院外処方の有無別に

分類

常勤の歯科医師数を

１人、２人以上の区分

に分類

第 5 の層化 全国の都道府県を９

地域に分類

全国の都道府県を９

地域に分類

第６の層化 全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類

全国を国家公務員の

調整手当における地

域区分の７地域とそ

の他の地域に分類

第７の層化 一般病院（特定機能病

院、歯科大学病院及び

子ども病院を除く）、

精神病院別に開設者

（国立、公立、公的、

医療法人、社会保険関

係法人、その他法人、

個人）ごとに分類
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集計結果は回答の単純積算であり、推計は加えていない。 

ただし、「機能別集計等（１）一般病院 加重平均による損益状況」について

は、 一般病院について、全国施設数に基づく加重平均による損益状況を集計し

た。集計の考え方は以下の通り。 

（開設者別の集計結果 × 開設者別の全国施設数）の全開設者合計額 

／ 全国の施設数 
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